
エネルギーの使用の合理化等に関する法律施行規則

昭和54年 9月29日通商産業省令第74号

改正：令和 2年 4月28日経済産業省令第42号（エネルギーの使用の合理化等に関する法律施

行規則及びエネルギー管理講習に関する規則の一部を改正する省令）

改正前 改正後

-本則-

施行日：令和 2年 4月28日

（特定事業者の指定に係るエネルギーの使用

の状況に関する届出）

第五条 法第七条第三項の規定による届出は

、毎年度五月末日までに、様式第一による届

出書一通を提出してしなければならない。

（特定事業者の指定に係るエネルギーの使用

の状況に関する届出）

第五条 法第七条第三項の規定による届出は

、毎年度五月末日までに、様式第一による届

出書一通を提出してしなければならない。た

だし、災害その他やむを得ない事由により当

該期限までに提出してすることが困難である

ときは、経済産業大臣が当該事由を勘案して

定める期限までに提出してしなければならな

い。

-本則-

施行日：令和 2年 4月28日

（エネルギー管理統括者の選任又は解任の届

出）

第十二条 法第八条第三項、第十九条第三項

又は第三十条第三項の規定による届出は、エ

ネルギー管理統括者の選任又は解任があつた

日後の最初の七月末日までに、様式第四によ

る届出書一通を提出してしなければならない

。

（エネルギー管理統括者の選任又は解任の届

出）

第十二条 法第八条第三項、第十九条第三項

又は第三十条第三項の規定による届出は、エ

ネルギー管理統括者の選任又は解任があつた

日後の最初の七月末日までに、様式第四によ

る届出書一通を提出してしなければならない

。ただし、災害その他やむを得ない事由によ

り当該期限までに提出してすることが困難で

あるときは、経済産業大臣が当該事由を勘案

して定める期限までに提出してしなければな

らない。

-本則-

施行日：令和 2年 4月28日

（エネルギー管理企画推進者の選任）

第十三条 法第九条第一項、第二十条第一項

又は第三十一条第一項の規定によるエネルギ

（エネルギー管理企画推進者の選任）

第十三条 法第九条第一項、第二十条第一項

又は第三十一条第一項の規定によるエネルギ
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ー管理企画推進者の選任は、次に定めるとこ

ろによりしなければならない。

一 エネルギー管理企画推進者を選任すべき

事由が生じた日から六月以内に選任するこ

と。

二 エネルギー管理統括者若しくはエネルギ

ー管理企画推進者又はエネルギー管理者若

しくはエネルギー管理員に選任されている

者以外の者から選任すること。

２ 特定事業者等は、法第八条第一項、第十

九条第一項又は第三十条第一項に規定する業

務に関し、エネルギー管理統括者を補佐する

上で支障がないと認められる場合であつて、

経済産業大臣の承認を受けた場合には、前項

第二号の規定にかかわらず、エネルギー管理

統括者若しくはエネルギー管理企画推進者又

はエネルギー管理者若しくはエネルギー管理

員に選任されている者をエネルギー管理企画

推進者として選任することができる。

３ 前項の承認を受けようとする特定事業者

等は、様式第三に次の書類を添えて、経済産

業大臣に提出しなければならない。

一 前項の選任を必要とする理由を記載した

書類

二 前項の規定により選任するエネルギー管

理企画推進者の執務に関する説明書

ー管理企画推進者の選任は、次に定めるとこ

ろによりしなければならない。

一 エネルギー管理企画推進者を選任すべき

事由が生じた日から六月以内に選任するこ

と。ただし、災害その他やむを得ない事由

により当該期間内に選任することが困難で

あるときは、経済産業大臣が当該事由を勘

案して定める期間内に選任すること。

二 エネルギー管理統括者若しくはエネルギ

ー管理企画推進者又はエネルギー管理者若

しくはエネルギー管理員に選任されている

者以外の者から選任すること。

２ 特定事業者等は、法第八条第一項、第十

九条第一項又は第三十条第一項に規定する業

務に関し、エネルギー管理統括者を補佐する

上で支障がないと認められる場合であつて、

経済産業大臣の承認を受けた場合には、前項

第二号の規定にかかわらず、エネルギー管理

統括者若しくはエネルギー管理企画推進者又

はエネルギー管理者若しくはエネルギー管理

員に選任されている者をエネルギー管理企画

推進者として選任することができる。

３ 前項の承認を受けようとする特定事業者

等は、様式第三に次の書類を添えて、経済産

業大臣に提出しなければならない。

一 前項の選任を必要とする理由を記載した

書類

二 前項の規定により選任するエネルギー管

理企画推進者の執務に関する説明書

-本則-

施行日：令和 2年 4月28日

（エネルギー管理企画推進者の選任又は解任

の届出）

第十五条 法第九条第三項、第二十条第三項

又は第三十一条第三項の規定による届出は、

エネルギー管理企画推進者の選任又は解任が

あつた日後の最初の七月末日までに、様式第

四による届出書一通を提出してしなければな

（エネルギー管理企画推進者の選任又は解任

の届出）

第十五条 法第九条第三項、第二十条第三項

又は第三十一条第三項の規定による届出は、

エネルギー管理企画推進者の選任又は解任が

あつた日後の最初の七月末日までに、様式第

四による届出書一通を提出してしなければな

© 2020 Westlaw Japan K.K., all rights reserved 2



らない。 らない。ただし、災害その他やむを得ない事

由により当該期限までに提出してすることが

困難であるときは、経済産業大臣が当該事由

を勘案して定める期限までに提出してしなけ

ればならない。

-本則-

施行日：令和 2年 4月28日

（エネルギー管理者の選任又は解任の届出）

第二十二条 法第十一条第二項、第二十二条

第二項、第三十三条第二項又は第四十一条第

二項の規定による届出は、エネルギー管理者

の選任又は解任があつた日後の最初の七月末

日までに、様式第七による届出書一通を提出

してしなければならない。

（エネルギー管理者の選任又は解任の届出）

第二十二条 法第十一条第二項、第二十二条

第二項、第三十三条第二項又は第四十一条第

二項の規定による届出は、エネルギー管理者

の選任又は解任があつた日後の最初の七月末

日までに、様式第七による届出書一通を提出

してしなければならない。ただし、災害その

他やむを得ない事由により当該期限までに提

出してすることが困難であるときは、経済産

業大臣が当該事由を勘案して定める期限まで

に提出してしなければならない。

-本則-

施行日：令和 2年 4月28日

（エネルギー管理員の選任）

第二十三条 法第十二条第一項、第十四条第

一項、第二十三条第一項、第二十五条第一項

、第三十四条第一項、第三十六条第一項、第

四十二条第一項又は第四十四条第一項の規定

によるエネルギー管理員の選任は、次に定め

るところによりしなければならない。

一 エネルギー管理員を選任すべき事由が生

じた日から六月以内に選任すること。

二 エネルギー管理統括者若しくはエネルギ

ー管理企画推進者又はエネルギー管理者若

しくはエネルギー管理員に選任されている

者以外の者から選任すること。

２ 第一種指定事業者は、その設置している

第一種エネルギー管理指定工場等におけるエ

ネルギーの使用の合理化に関し、エネルギー

を消費する設備の維持、エネルギーの使用の

方法の改善及び監視並びに次条に定める業務

（エネルギー管理員の選任）

第二十三条 法第十二条第一項、第十四条第

一項、第二十三条第一項、第二十五条第一項

、第三十四条第一項、第三十六条第一項、第

四十二条第一項又は第四十四条第一項の規定

によるエネルギー管理員の選任は、次に定め

るところによりしなければならない。

一 エネルギー管理員を選任すべき事由が生

じた日から六月以内に選任すること。ただ

し、災害その他やむを得ない事由により当

該期間内に選任することが困難であるとき

は、経済産業大臣が当該事由を勘案して定

める期間内に選任すること。

二 エネルギー管理統括者若しくはエネルギ

ー管理企画推進者又はエネルギー管理者若

しくはエネルギー管理員に選任されている

者以外の者から選任すること。

２ 第一種指定事業者は、その設置している
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を管理する上で支障がないと認められる場合

であつて、経済産業大臣（当該第一種指定事

業者の主たる事務所が一の経済産業局の管轄

区域内のみにある場合は、その主たる事務所

の所在地を管轄する経済産業局長。）の承認

を受けた場合には、前項第二号の規定にかか

わらず、エネルギー管理統括者若しくはエネ

ルギー管理企画推進者又はエネルギー管理者

若しくはエネルギー管理員に選任されている

者をエネルギー管理員として選任することが

できる。

３ 第二種特定事業者は、その設置している

第二種エネルギー管理指定工場等におけるエ

ネルギーの使用の合理化に関し、エネルギー

を消費する設備の維持、エネルギーの使用の

方法の改善及び監視並びに第二十五条に定め

る業務を管理する上で支障がないと認められ

る場合であつて、経済産業大臣（当該第二種

特定事業者の主たる事務所が一の経済産業局

の管轄区域内のみにある場合は、その主たる

事務所の所在地を管轄する経済産業局長。）

の承認を受けた場合には、第一項第二号の規

定にかかわらず、エネルギー管理統括者若し

くはエネルギー管理企画推進者又はエネルギ

ー管理者若しくはエネルギー管理員に選任さ

れている者をエネルギー管理員として選任す

ることができる。

４ 第一種指定連鎖化事業者は、その設置し

ている第一種連鎖化エネルギー管理指定工場

等におけるエネルギーの使用の合理化に関し

、エネルギーを消費する設備の維持、エネル

ギーの使用の方法の改善及び監視並びに第二

十六条に定める業務を管理する上で支障がな

いと認められる場合であつて、経済産業大臣

（当該第一種指定連鎖化事業者の主たる事務

所が一の経済産業局の管轄区域内のみにある

場合は、その主たる事務所の所在地を管轄す

る経済産業局長。）の承認を受けた場合には

第一種エネルギー管理指定工場等におけるエ

ネルギーの使用の合理化に関し、エネルギー

を消費する設備の維持、エネルギーの使用の

方法の改善及び監視並びに次条に定める業務

を管理する上で支障がないと認められる場合

であつて、経済産業大臣（当該第一種指定事

業者の主たる事務所が一の経済産業局の管轄

区域内のみにある場合は、その主たる事務所

の所在地を管轄する経済産業局長。）の承認

を受けた場合には、前項第二号の規定にかか

わらず、エネルギー管理統括者若しくはエネ

ルギー管理企画推進者又はエネルギー管理者

若しくはエネルギー管理員に選任されている

者をエネルギー管理員として選任することが

できる。

３ 第二種特定事業者は、その設置している

第二種エネルギー管理指定工場等におけるエ

ネルギーの使用の合理化に関し、エネルギー

を消費する設備の維持、エネルギーの使用の

方法の改善及び監視並びに第二十五条に定め

る業務を管理する上で支障がないと認められ

る場合であつて、経済産業大臣（当該第二種

特定事業者の主たる事務所が一の経済産業局

の管轄区域内のみにある場合は、その主たる

事務所の所在地を管轄する経済産業局長。）

の承認を受けた場合には、第一項第二号の規

定にかかわらず、エネルギー管理統括者若し

くはエネルギー管理企画推進者又はエネルギ

ー管理者若しくはエネルギー管理員に選任さ

れている者をエネルギー管理員として選任す

ることができる。

４ 第一種指定連鎖化事業者は、その設置し

ている第一種連鎖化エネルギー管理指定工場

等におけるエネルギーの使用の合理化に関し

、エネルギーを消費する設備の維持、エネル

ギーの使用の方法の改善及び監視並びに第二

十六条に定める業務を管理する上で支障がな

いと認められる場合であつて、経済産業大臣
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、第一項第二号の規定にかかわらず、エネル

ギー管理統括者若しくはエネルギー管理企画

推進者又はエネルギー管理者若しくはエネル

ギー管理員に選任されている者をエネルギー

管理員として選任することができる。

５ 第二種特定連鎖化事業者は、その設置し

ている第二種連鎖化エネルギー管理指定工場

等におけるエネルギーの使用の合理化に関し

、エネルギーを消費する設備の維持、エネル

ギーの使用の方法の改善及び監視並びに第二

十七条に定める業務を管理する上で支障がな

いと認められる場合であつて、経済産業大臣

（当該第二種特定連鎖化事業者の主たる事務

所が一の経済産業局の管轄区域内のみにある

場合は、その主たる事務所の所在地を管轄す

る経済産業局長。）の承認を受けた場合には

、第一項第二号の規定にかかわらず、エネル

ギー管理統括者若しくはエネルギー管理企画

推進者又はエネルギー管理者若しくはエネル

ギー管理員に選任されている者をエネルギー

管理員として選任することができる。

６ 第一種指定管理統括事業者は、その設置

している第一種管理統括エネルギー管理指定

工場等におけるエネルギーの使用の合理化に

関し、エネルギーを消費する設備の維持、エ

ネルギーの使用の方法の改善及び監視並びに

第二十八条に定める業務を管理する上で支障

がないと認められる場合であつて、経済産業

大臣（当該第一種指定管理統括事業者の主た

る事務所が一の経済産業局の管轄区域内のみ

にある場合は、その主たる事務所の所在地を

管轄する経済産業局長。）の承認を受けた場

合には、第一項第二号の規定にかかわらず、

エネルギー管理統括者若しくはエネルギー管

理企画推進者又はエネルギー管理者若しくは

エネルギー管理員に選任されている者をエネ

ルギー管理員として選任することができる。

７ 第二種認定管理統括事業者は、その設置

（当該第一種指定連鎖化事業者の主たる事務

所が一の経済産業局の管轄区域内のみにある

場合は、その主たる事務所の所在地を管轄す

る経済産業局長。）の承認を受けた場合には

、第一項第二号の規定にかかわらず、エネル

ギー管理統括者若しくはエネルギー管理企画

推進者又はエネルギー管理者若しくはエネル

ギー管理員に選任されている者をエネルギー

管理員として選任することができる。

５ 第二種特定連鎖化事業者は、その設置し

ている第二種連鎖化エネルギー管理指定工場

等におけるエネルギーの使用の合理化に関し

、エネルギーを消費する設備の維持、エネル

ギーの使用の方法の改善及び監視並びに第二

十七条に定める業務を管理する上で支障がな

いと認められる場合であつて、経済産業大臣

（当該第二種特定連鎖化事業者の主たる事務

所が一の経済産業局の管轄区域内のみにある

場合は、その主たる事務所の所在地を管轄す

る経済産業局長。）の承認を受けた場合には

、第一項第二号の規定にかかわらず、エネル

ギー管理統括者若しくはエネルギー管理企画

推進者又はエネルギー管理者若しくはエネル

ギー管理員に選任されている者をエネルギー

管理員として選任することができる。

６ 第一種指定管理統括事業者は、その設置

している第一種管理統括エネルギー管理指定

工場等におけるエネルギーの使用の合理化に

関し、エネルギーを消費する設備の維持、エ

ネルギーの使用の方法の改善及び監視並びに

第二十八条に定める業務を管理する上で支障

がないと認められる場合であつて、経済産業

大臣（当該第一種指定管理統括事業者の主た

る事務所が一の経済産業局の管轄区域内のみ

にある場合は、その主たる事務所の所在地を

管轄する経済産業局長。）の承認を受けた場

合には、第一項第二号の規定にかかわらず、

エネルギー管理統括者若しくはエネルギー管
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している第二種管理統括エネルギー管理指定

工場等におけるエネルギーの使用の合理化に

関し、エネルギーを消費する設備の維持、エ

ネルギーの使用の方法の改善及び監視並びに

第二十九条に定める業務を管理する上で支障

がないと認められる場合であつて、経済産業

大臣（当該第二種認定管理統括事業者の主た

る事務所が一の経済産業局の管轄区域内のみ

にある場合は、その主たる事務所の所在地を

管轄する経済産業局長。）の承認を受けた場

合には、第一項第二号の規定にかかわらず、

エネルギー管理統括者若しくはエネルギー管

理企画推進者又はエネルギー管理者若しくは

エネルギー管理員に選任されている者をエネ

ルギー管理員として選任することができる。

８ 第一種指定管理関係事業者は、その設置

している第一種管理関係エネルギー管理指定

工場等におけるエネルギーの使用の合理化に

関し、エネルギーを消費する設備の維持、エ

ネルギーの使用の方法の改善及び監視並びに

第三十条に定める業務を管理する上で支障が

ないと認められる場合であつて、経済産業大

臣（当該第一種指定管理関係事業者の主たる

事務所が一の経済産業局の管轄区域内のみに

ある場合は、その主たる事務所の所在地を管

轄する経済産業局長。）の承認を受けた場合

には、第一項第二号の規定にかかわらず、エ

ネルギー管理統括者若しくはエネルギー管理

企画推進者又はエネルギー管理者若しくはエ

ネルギー管理員に選任されている者をエネル

ギー管理員として選任することができる。

９ 第二種管理関係事業者は、その設置して

いる第二種管理関係エネルギー管理指定工場

等におけるエネルギーの使用の合理化に関し

、エネルギーを消費する設備の維持、エネル

ギーの使用の方法の改善及び監視並びに第三

十一条に定める業務を管理する上で支障がな

いと認められる場合であつて、経済産業大臣

理企画推進者又はエネルギー管理者若しくは

エネルギー管理員に選任されている者をエネ

ルギー管理員として選任することができる。

７ 第二種認定管理統括事業者は、その設置

している第二種管理統括エネルギー管理指定

工場等におけるエネルギーの使用の合理化に

関し、エネルギーを消費する設備の維持、エ

ネルギーの使用の方法の改善及び監視並びに

第二十九条に定める業務を管理する上で支障

がないと認められる場合であつて、経済産業

大臣（当該第二種認定管理統括事業者の主た

る事務所が一の経済産業局の管轄区域内のみ

にある場合は、その主たる事務所の所在地を

管轄する経済産業局長。）の承認を受けた場

合には、第一項第二号の規定にかかわらず、

エネルギー管理統括者若しくはエネルギー管

理企画推進者又はエネルギー管理者若しくは

エネルギー管理員に選任されている者をエネ

ルギー管理員として選任することができる。

８ 第一種指定管理関係事業者は、その設置

している第一種管理関係エネルギー管理指定

工場等におけるエネルギーの使用の合理化に

関し、エネルギーを消費する設備の維持、エ

ネルギーの使用の方法の改善及び監視並びに

第三十条に定める業務を管理する上で支障が

ないと認められる場合であつて、経済産業大

臣（当該第一種指定管理関係事業者の主たる

事務所が一の経済産業局の管轄区域内のみに

ある場合は、その主たる事務所の所在地を管

轄する経済産業局長。）の承認を受けた場合

には、第一項第二号の規定にかかわらず、エ

ネルギー管理統括者若しくはエネルギー管理

企画推進者又はエネルギー管理者若しくはエ

ネルギー管理員に選任されている者をエネル

ギー管理員として選任することができる。

９ 第二種管理関係事業者は、その設置して

いる第二種管理関係エネルギー管理指定工場

等におけるエネルギーの使用の合理化に関し
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（当該第二種管理関係事業者の主たる事務所

が一の経済産業局の管轄区域内のみにある場

合は、その主たる事務所の所在地を管轄する

経済産業局長。）の承認を受けた場合には、

第一項第二号の規定にかかわらず、エネルギ

ー管理統括者若しくはエネルギー管理企画推

進者又はエネルギー管理者若しくはエネルギ

ー管理員に選任されている者をエネルギー管

理員として選任することができる。

10 前八項の承認を受けようとする第一種指

定事業者、第二種特定事業者、第一種指定連

鎖化事業者、第二種特定連鎖化事業者、第一

種指定管理統括事業者、第二種認定管理統括

事業者、第一種指定管理関係事業者又は第二

種管理関係事業者（以下「第一種指定事業者

等」という。）は、様式第六に次の書類を添

えて、経済産業大臣（当該第一種指定事業者

等の主たる事務所が一の経済産業局の管轄区

域内のみにある場合は、その主たる事務所の

所在地を管轄する経済産業局長。）に提出し

なければならない。

一 前八項の選任を必要とする理由を記載し

た書類

二 前八項の規定により選任するエネルギー

管理員の執務に関する説明書

、エネルギーを消費する設備の維持、エネル

ギーの使用の方法の改善及び監視並びに第三

十一条に定める業務を管理する上で支障がな

いと認められる場合であつて、経済産業大臣

（当該第二種管理関係事業者の主たる事務所

が一の経済産業局の管轄区域内のみにある場

合は、その主たる事務所の所在地を管轄する

経済産業局長。）の承認を受けた場合には、

第一項第二号の規定にかかわらず、エネルギ

ー管理統括者若しくはエネルギー管理企画推

進者又はエネルギー管理者若しくはエネルギ

ー管理員に選任されている者をエネルギー管

理員として選任することができる。

10 前八項の承認を受けようとする第一種指

定事業者、第二種特定事業者、第一種指定連

鎖化事業者、第二種特定連鎖化事業者、第一

種指定管理統括事業者、第二種認定管理統括

事業者、第一種指定管理関係事業者又は第二

種管理関係事業者（以下「第一種指定事業者

等」という。）は、様式第六に次の書類を添

えて、経済産業大臣（当該第一種指定事業者

等の主たる事務所が一の経済産業局の管轄区

域内のみにある場合は、その主たる事務所の

所在地を管轄する経済産業局長。）に提出し

なければならない。

一 前八項の選任を必要とする理由を記載し

た書類

二 前八項の規定により選任するエネルギー

管理員の執務に関する説明書

-本則-

施行日：令和 2年 4月28日

（エネルギー管理員の選任又は解任の届出）

第三十三条 法第十二条第三項、第十四条第

三項、第二十三条第三項、第二十五条第三項

、第三十四条第三項、第三十六条第三項、第

四十二条第三項又は第四十四条第三項の規定

による届出は、エネルギー管理員の選任又は

解任があつた日後の最初の七月末日までに、

（エネルギー管理員の選任又は解任の届出）

第三十三条 法第十二条第三項、第十四条第

三項、第二十三条第三項、第二十五条第三項

、第三十四条第三項、第三十六条第三項、第

四十二条第三項又は第四十四条第三項の規定

による届出は、エネルギー管理員の選任又は

解任があつた日後の最初の七月末日までに、
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様式第七による届出書一通を提出してしなけ

ればならない。

様式第七による届出書一通を提出してしなけ

ればならない。ただし、災害その他やむを得

ない事由により当該期限までに提出してする

ことが困難であるときは、経済産業大臣が当

該事由を勘案して定める期限までに提出して

しなければならない。

-本則-

施行日：令和 2年 4月28日

（中長期的な計画の提出）

第三十五条 法第十五条第一項、第二十六条

第一項又は第三十七条第一項の規定による計

画（次項において単に「計画」という。）の

提出は、毎年度七月末日までに、様式第八に

よる計画書一通により行わなければならない

。

２ 前項の規定にかかわらず、計画を提出し

ようとする年度（四月一日から翌年三月三十

一日までをいう。以下同じ。）の四月一日前

に終了した直近の年度（以下この項において

「申請前年度」という。）において申請前年

度を含めて過去二年度以上継続して次に掲げ

る要件のいずれかを満たす者は、当該要件の

いずれかを満たしている限りにおいて、計画

を最後に提出した日から起算して五年を超え

ない範囲内で特定事業者等が定める期間の終

期の属する年度の七月末日までに、様式第八

による計画書一通を提出すればよい。

一 エネルギーの使用の効率（その効率を算

定しようとする年度に係るエネルギーの使

用に係る原単位を当該年度の四年度前の年

度に係るエネルギーの使用に係る原単位で

除して得た割合を四乗根して得た割合をい

う。第三十七条第七号において同じ。）が

九十九パーセント以下であること。

二 エネルギーの使用の合理化に関する法第

五条第一項に規定する判断の基準（以下「

判断基準」という。）に定めるベンチマー

ク指標に基づき算出される値が判断基準に

（中長期的な計画の提出）

第三十五条 法第十五条第一項、第二十六条

第一項又は第三十七条第一項の規定による計

画（次項において単に「計画」という。）の

提出は、毎年度七月末日までに、様式第八に

よる計画書一通により行わなければならない

。ただし、災害その他やむを得ない事由によ

り当該期限までに行うことが困難であるとき

は、経済産業大臣が当該事由を勘案して定め

る期限までに行わなければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、計画を提出し

ようとする年度（四月一日から翌年三月三十

一日までをいう。以下同じ。）の四月一日前

に終了した直近の年度（以下この項において

「申請前年度」という。）において申請前年

度を含めて過去二年度以上継続して次に掲げ

る要件のいずれかを満たす者は、当該要件の

いずれかを満たしている限りにおいて、計画

を最後に提出した日から起算して五年を超え

ない範囲内で特定事業者等が定める期間の終

期の属する年度の七月末日までに、様式第八

による計画書一通を提出すればよい。ただし

、災害その他やむを得ない事由により当該期

限までに提出することが困難であるときは、

経済産業大臣が当該事由を勘案して定める期

限までに提出すればよい。

一 エネルギーの使用の効率（その効率を算

定しようとする年度に係るエネルギーの使

用に係る原単位を当該年度の四年度前の年

度に係るエネルギーの使用に係る原単位で
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掲げる目指すべき水準を達成していること

（当該特定事業者等が行う事業のうち、判

断基準に掲げる目指すべき水準を達成して

いる事業におけるエネルギーの年度の使用

量が当該特定事業者等が設置している全て

の工場等（特定連鎖化事業者にあつては、

当該特定連鎖化事業者が行う連鎖化事業の

加盟者が設置している当該連鎖化事業に係

る工場等を含み、認定管理統括事業者にあ

つては、その管理関係事業者が設置してい

る工場等を含む。）におけるエネルギーの

年度の使用量の過半を占めている場合に限

る。）。

除して得た割合を四乗根して得た割合をい

う。第三十七条第七号において同じ。）が

九十九パーセント以下であること。

二 エネルギーの使用の合理化に関する法第

五条第一項に規定する判断の基準（以下「

判断基準」という。）に定めるベンチマー

ク指標に基づき算出される値が判断基準に

掲げる目指すべき水準を達成していること

（当該特定事業者等が行う事業のうち、判

断基準に掲げる目指すべき水準を達成して

いる事業におけるエネルギーの年度の使用

量が当該特定事業者等が設置している全て

の工場等（特定連鎖化事業者にあつては、

当該特定連鎖化事業者が行う連鎖化事業の

加盟者が設置している当該連鎖化事業に係

る工場等を含み、認定管理統括事業者にあ

つては、その管理関係事業者が設置してい

る工場等を含む。）におけるエネルギーの

年度の使用量の過半を占めている場合に限

る。）。

-本則-

施行日：令和 2年 4月28日

（定期の報告）

第三十六条 法第十六条第一項、第二十七条

第一項又は第三十八条第一項の規定による報

告は、毎年度七月末日までに、様式第九によ

る報告書一通を提出してしなければならない

。

（定期の報告）

第三十六条 法第十六条第一項、第二十七条

第一項又は第三十八条第一項の規定による報

告は、毎年度七月末日までに、様式第九によ

る報告書一通を提出してしなければならない

。ただし、災害その他やむを得ない事由によ

り当該期限までに提出してすることが困難で

あるときは、経済産業大臣が当該事由を勘案

して定める期限までに提出してしなければな

らない。

-本則-

施行日：令和 2年 4月28日

（特定連鎖化事業者の指定に係るエネルギー

の使用の状況に関する届出）

第四十条 法第十八条第二項の規定による届

出は、毎年度五月末日までに、様式第一によ

（特定連鎖化事業者の指定に係るエネルギー

の使用の状況に関する届出）

第四十条 法第十八条第二項の規定による届

出は、毎年度五月末日までに、様式第一によ
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る届出書一通を提出してしなければならない

。

る届出書一通を提出してしなければならない

。ただし、災害その他やむを得ない事由によ

り当該期限までに提出してすることが困難で

あるときは、経済産業大臣が当該事由を勘案

して定める期限までに提出してしなければな

らない。

-本則-

施行日：令和 2年 4月28日

（定期の報告）

第五十二条 法第四十九条の規定による報告

は、毎年度七月末日までに、様式第十九によ

る報告書一通を提出してしなければならない

。

（定期の報告）

第五十二条 法第四十九条の規定による報告

は、毎年度七月末日までに、様式第十九によ

る報告書一通を提出してしなければならない

。ただし、災害その他やむを得ない事由によ

り当該期限までに提出してすることが困難で

あるときは、経済産業大臣が当該事由を勘案

して定める期限までに提出してしなければな

らない。

-本則-

施行日：令和 2年 4月28日

（特定荷主の指定に係る貨物輸送事業者に輸

送させる貨物の輸送量に関する届出）

第七十五条 法第百九条第二項の規定による

届出は、毎年度四月末日までに、様式第二十

七による届出書一通を提出してしなければな

らない。

（特定荷主の指定に係る貨物輸送事業者に輸

送させる貨物の輸送量に関する届出）

第七十五条 法第百九条第二項の規定による

届出は、毎年度四月末日までに、様式第二十

七による届出書一通を提出してしなければな

らない。ただし、災害その他やむを得ない事

由により当該期限までに提出してすることが

困難であるときは、経済産業大臣が当該事由

を勘案して定める期限までに提出してしなけ

ればならない。

-本則-

施行日：令和 2年 4月28日

（中長期的な計画の提出）

第七十八条 法第百十条又は第百十四条の規

定による計画（次項において単に「計画」と

いう。）の提出は、毎年度六月末日までに、

様式第二十九による計画書一通により行わな

ければならない。

（中長期的な計画の提出）

第七十八条 法第百十条又は第百十四条の規

定による計画（次項において単に「計画」と

いう。）の提出は、毎年度六月末日までに、

様式第二十九による計画書一通により行わな

ければならない。ただし、災害その他やむを
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２ 前項の規定にかかわらず、計画を提出し

ようとする年度の四月一日前に終了した直近

の年度（以下この項において「申請前年度」

という。）において申請前年度を含めて過去

二年度以上継続して貨物輸送事業者に行わせ

る貨物の輸送に係るエネルギーの使用の効率

（その効率を算定しようとする年度に係るエ

ネルギーの使用に係る原単位を当該年度の四

年度前の年度に係るエネルギーの使用に係る

原単位で除して得た割合を四乗根して得た割

合をいう。以下この項及び第八十条第四号に

おいて同じ。）が九十九パーセント以下であ

る者は、前年度のエネルギーの使用の効率が

九十九パーセント以下である限りにおいて、

最後に計画を提出した日から起算して五年を

超えない範囲内で特定荷主又は認定管理統括

荷主（以下「特定荷主等」という。）が定め

る期間の終期の属する年度の六月末日までに

、様式第二十九による計画書一通を提出すれ

ばよい。

得ない事由により当該期限までに行うことが

困難であるときは、経済産業大臣が当該事由

を勘案して定める期限までに行わなければな

らない。

２ 前項の規定にかかわらず、計画を提出し

ようとする年度の四月一日前に終了した直近

の年度（以下この項において「申請前年度」

という。）において申請前年度を含めて過去

二年度以上継続して貨物輸送事業者に行わせ

る貨物の輸送に係るエネルギーの使用の効率

（その効率を算定しようとする年度に係るエ

ネルギーの使用に係る原単位を当該年度の四

年度前の年度に係るエネルギーの使用に係る

原単位で除して得た割合を四乗根して得た割

合をいう。以下この項及び第八十条第四号に

おいて同じ。）が九十九パーセント以下であ

る者は、前年度のエネルギーの使用の効率が

九十九パーセント以下である限りにおいて、

最後に計画を提出した日から起算して五年を

超えない範囲内で特定荷主又は認定管理統括

荷主（以下「特定荷主等」という。）が定め

る期間の終期の属する年度の六月末日までに

、様式第二十九による計画書一通を提出すれ

ばよい。ただし、災害その他やむを得ない事

由により当該期限までに提出することが困難

であるときは、経済産業大臣が当該事由を勘

案して定める期限までに提出すればよい。

-本則-

施行日：令和 2年 4月28日

（定期の報告）

第七十九条 法第百十一条第一項又は第百十

五条第一項の規定による報告は、毎年度六月

末日までに、様式第三十による報告書一通を

提出してしなければならない。

（定期の報告）

第七十九条 法第百十一条第一項又は第百十

五条第一項の規定による報告は、毎年度六月

末日までに、様式第三十による報告書一通を

提出してしなければならない。ただし、災害

その他やむを得ない事由により当該期限まで

に提出してすることが困難であるときは、経

済産業大臣が当該事由を勘案して定める期限

までに提出してしなければならない。
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-本則-

施行日：令和 2年 4月28日

（定期の報告）

第九十条 法第百二十条の規定による報告は

、毎年度六月末日までに、様式第四十による

報告書一通を提出してしなければならない。

（定期の報告）

第九十条 法第百二十条の規定による報告は

、毎年度六月末日までに、様式第四十による

報告書一通を提出してしなければならない。

ただし、災害その他やむを得ない事由により

当該期限までに提出してすることが困難であ

るときは、経済産業大臣が当該事由を勘案し

て定める期限までに提出してしなければなら

ない。

-改正法･附則・題名- ～令和 2年 4月28日 経済産業省 令 第42号～

施行日：令和 2年 4月28日

◆追加◆ 附 則（令和二・四・二八経産令四二）

-改正法･附則- ～令和 2年 4月28日 経済産業省 令 第42号～

施行日：令和 2年 4月28日

◆追加◆ この省令は、公布の日から施行する。

*******
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